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平成15年２月期  個別中間財務諸表の概要

平成14年10月18日

会 社 名 北雄ラッキー株式会社 登録銘柄

コ ー ド 番 号 ２７４７ 本社所在都道府県 北海道

問い合わせ先 責任者役職名 常務取締役総務部長

氏        名 長谷  俊一郎 ＴＥＬ（011)643-3301

決算取締役会開催日 平成14年10月18日 中間配当制度の有無    有  ・  無

中間配当支払開始日 平成－年－月－日 単元株制度採用の有無  有（１単元1,000株）・無

１．平成14年８月中間期の業績（平成14年３月１日～平成14年８月31日）

（１）経営成績 （注）百万円未満は切捨てて表示しております。

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年８月中間期 24,379 (3.1) 618 (2.9) 552 (6.0)

13年８月中間期 23,642 ( －) 601 ( －) 520 ( －)

14年２月期 46,061 1,022 859

中間（当期）純利益
１ 株 当 た り 中 間

（ 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円 銭

14年８月中間期 293 (34.0) 49 82

13年８月中間期 219 (  －) 371 94

14年２月期 423 717 53

（注）１．期中平均株式数  14年８月中間期 5,895,770株  13年８月中間期 589,577株  14年２月期 589,577株

２．会計処理の方法の変更   有・無

３．当社は平成14年６月27日付で株式１株につき10株の分割を行っております。

４．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率。

なお、前中間会計期間より中間決算を行っているため、平成13年８月中間期における対前年中間期増減

率のパーセント表示はありません。

（２）配当状況

１ 株 当 た り

中 間 配 当 金

１ 株 当 た り

年 間 配 当 金

円 銭 円 銭

14年８月中間期 00 00 －

13年８月中間期 00 00 －

14年２月期 － 100 00

（３）財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

14年８月中間期 21,757 3,431 15.8 582 10

13年８月中間期 21,671 3,026 14.0 5,132 56

14年２月期 20,474 3,231 15.8 5,481 59

（注）１．期末発行済株式数  14年８月中間期 5,895,770株  13年８月中間期 589,577株  14年２月期 589,577株

２．期末自己株式数    14年８月中間期       － 株  13年８月中間期     － 株  14年２月期     － 株

２．平成15年２月期の業績予想（平成14年３月１日～平成15年２月28日）

１株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

期 末

通    期 48,740百万円 980百万円 527百万円 17円00銭 17円00銭

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 81円12銭

上記予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の５ページを参照して下さい。
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１.個別中間財務諸表等
（１）中間貸借対照表

（単位：千円）

前中間会計期間末

(平成13年８月31日現在)

当中間会計期間末

(平成14年８月31日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成14年２月28日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産

１．現金及び預金 4,749,294 4,539,175 3,585,583

２．受取手形 － 154 181

３．売掛金 108,812 149,944 90,190

４．たな卸資産 1,517,177 1,653,102 1,481,888

５．繰延税金資産 75,239 98,164 68,970

６．その他 367,197 479,564 377,839

貸倒引当金 △ 400 △ 444 △ 381

流動資産合計 6,817,321 31.5 6,919,660 31.8 5,604,273 27.4

Ⅱ 固定資産

１．有形固定資産

(1）建物 ※１･２ 3,743,396 3,667,355 3,674,772

(2）土地 ※２ 6,523,467 6,549,824 6,547,019

(3）その他 ※１･２ 397,468 375,779 371,199

有形固定資産合計 10,664,333 49.2 10,592,959 48.7 10,592,991 51.7

２．無形固定資産 29,286 0.1 27,161 0.1 26,793 0.1

３．投資その他の資産

(1）投資有価証券 150,725 144,808 155,230

(2）繰延税金資産 257,838 313,887 282,936

(3）差入保証金 3,040,568 3,060,951 2,993,067

(4）その他 714,834 705,759 824,597

貸倒引当金 △ 9,248 △ 9,261 △ 9,243

投資その他の資産合計 4,154,719 19.2 4,216,145 19.4 4,246,589 20.8

固定資産合計 14,848,339 68.5 14,836,266 68.2 14,866,374 72.6

Ⅲ 繰延資産 5,585 0.0 1,861 0.0 3,723 0.0

資産合計 21,671,246 100.0 21,757,788 100.0 20,474,370 100.0
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（単位：千円）

前中間会計期間末

(平成13年８月31日現在)

当中間会計期間末

(平成14年８月31日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成14年２月28日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（負債の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動負債

１．支払手形 22,747 27,211 21,726

２．買掛金 3,540,946 4,228,023 2,890,592

３．短期借入金 ※２ 5,685,185 4,635,706 4,896,143

４．１年以内返済予定の長期借入金 ※２ 856,524 1,217,604 942,304

５．未払法人税等 254,667 310,693 304,155

６．賞与引当金 226,149 234,303 163,600

７．その他 ※３ 810,149 897,646 997,844

流動負債合計 11,396,370 52.6 11,551,188 53.1 10,216,367 49.9

Ⅱ 固定負債

１．社債 ※２ 600,000 600,000 600,000

２．長期借入金 ※２ 5,231,194 4,692,767 4,962,852

３．退職給付引当金 477,062 561,785 519,338

４．役員退職慰労引当金 312,885 342,378 321,328

５．その他 ※４ 627,694 577,720 622,663

固定負債合計 7,248,835 33.4 6,774,650 31.1 7,026,181 34.3

負債合計 18,645,205 86.0 18,325,838 84.2 17,242,548 84.2

（資本の部）

Ⅰ 資本金 520,308 2.4 520,308 2.4 520,308 2.6

Ⅱ 資本準備金 293,808 1.4 293,808 1.4 293,808 1.4

Ⅲ 利益準備金 67,400 0.3 67,400 0.3 67,400 0.3

Ⅳ その他の剰余金

１．任意積立金 1,900,617 2,200,514 1,900,617

２．中間(当期)未処分利益 242,953 351,620 446,708

その他の剰余金合計 2,143,570 9.9 2,552,135 11.7 2,347,326 11.5

Ⅴ その他有価証券評価差額金 953 0.0 △ 1,701 0.0 2,979 0.0

資本合計 3,026,040 14.0 3,431,950 15.8 3,231,822 15.8

負債・資本合計 21,671,246 100.0 21,757,788 100.0 20,474,370 100.0
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（２）中間損益計算書 （単位：千円）

前中間会計期間

自　平成13年３月１日
至　平成13年８月31日

当中間会計期間

自　平成14年３月１日
至　平成14年８月31日

前事業年度の
要約損益計算書

自　平成13年３月１日
至　平成14年２月28日

期　　別

科　　目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 売上高 23,642,039 100.0 24,379,055 100.0 46,061,913 100.0

Ⅱ 売上原価 17,950,173 75.9 18,381,745 75.4 34,854,501 75.7

売上総利益 5,691,865 24.1 5,997,310 24.6 11,207,412 24.3

Ⅲ 営業収入 461,938 2.0 476,731 2.0 909,790 2.0

営業総利益 6,153,804 26.0 6,474,041 26.6 12,117,202 26.3

Ⅳ 販売費及び一般管理費 5,552,800 23.5 5,855,353 24.0 11,094,770 24.1

営業利益 601,004 2.5 618,687 2.5 1,022,432 2.2

Ⅴ 営業外収益 ※１ 51,407 0.2 58,192 0.2 94,431 0.2

Ⅵ 営業外費用 ※２ 131,413 0.6 124,750 0.5 257,790 0.5

経常利益 520,998 2.2 552,130 2.3 859,073 1.9

Ⅶ 特別利益 23,403 0.1 2,500 0.0 101,551 0.2

Ⅷ 特別損失 ※３ 141,943 0.6 5,644 0.0 186,463 0.4

税引前中間(当期)純利益 402,457 1.7 548,986 2.3 774,161 1.7

法人税、住民税及び事業税 245,826 1.0 312,015 1.3 434,052 0.9

法人税等調整額 △ 62,657 △ 0.3 △ 56,796 △ 0.2 △ 82,936 △ 0.1

中間（当期）純利益 219,289 0.9 293,766 1.2 423,044 0.9

前期繰越利益 23,664 57,853 23,664

中間(当期)未処分利益 242,953 351,620 446,708



－ 28 －

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

期　　別

項　　目

前中間会計期間
自　平成13年３月１日
至　平成13年８月31日

当中間会計期間
自　平成14年３月１日
至　平成14年８月31日

前事業年度
自　平成13年３月１日
至　平成14年２月28日

１．資産の評価基準及

び評価方法

(1）有価証券

子会社株式

移動平均法による原価

法

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法（評価差額は全

部資本直入法によ

り処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの

移動平均法による

原価法

(1）有価証券

子会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

同左

(1）有価証券

子会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格

等に基づく時価法

（評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により

算定）

時価のないもの

同左

(2）たな卸資産

商品

生鮮食料品

最終仕入原価法

その他の商品

売価還元法による

原価法

貯蔵品

最終仕入原価法

(2）たな卸資産

商品

生鮮食料品

同左

その他の商品

同左

貯蔵品

同左

(2）たな卸資産

商品

生鮮食料品

同左

その他の商品

同左

貯蔵品

同左

２．固定資産の減価償

却の方法

(1）有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については、

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物      10～47年

その他    ２～24年

(1）有形固定資産

同左

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については、

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物      10～47年

その他    ２～24年

(1）有形固定資産

同左

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については、

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物      10～47年

その他    ２～24年

(2）無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっておりま

す。

(2）無形固定資産

同左

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっておりま

す。

(2）無形固定資産

同左

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっておりま

す。

(3）長期前払費用

定額法

(3）長期前払費用

同左

(3）長期前払費用

同左
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期　　別

項　　目

前中間会計期間
自　平成13年３月１日
至　平成13年８月31日

当中間会計期間
自　平成14年３月１日
至　平成14年８月31日

前事業年度
自　平成13年３月１日
至　平成14年２月28日

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上してお

ります。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支出に

備えるため、支給見込額の

うち当中間会計期間の負

担額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支出に

備えるため、支給見込額の

うち当期の負担額を計上

しております。

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末にお

いて発生していると認め

られる額を計上しており

ます。

なお、会計基準変更時差

異29,265千円については、

当事業年度において一括

費用処理することとし、当

中間会計期間按分額を特

別損失に計上しておりま

す。

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末にお

いて発生していると認め

られる額を計上しており

ます。

なお、数理計算上の差異

は、発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌期

から費用処理することと

しております。

(3）退職給与引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期

末において発生している

と認められる額を計上し

ております。

なお、会計基準変更時差

異29,567千円については、

当期において一括費用処

理しております。

また、数理計算上の差異

については、その発生時の

従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10

年）による定額法により翌

期から費用処理すること

としております。

(4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退職

慰労金内規に基づく中間

期末要支給額を計上して

おります。

(4）役員退職慰労引当金

同左

(4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退職

慰労金内規に基づく期末

要支給額を計上しており

ます。

４．リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理

によっております。

同左 同左

５．その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本

となる重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜方式によっており

ます。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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追加情報

前中間会計期間
自　平成13年３月１日
至　平成13年８月31日

当中間会計期間
自　平成14年３月１日
至　平成14年８月31日

前事業年度
自　平成13年３月１日
至　平成14年２月28日

（退職給付会計）

当中間会計期間から退職給付に係

る会計基準（「退職給付に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成10年６月16日））を

適用しております。

この結果、従来の方法によった場

合と比較して、退職給付費用が

18,954千円減少し、経常利益は

33,587千円多く、税引前中間純利益

は18,954千円少なく計上されており

ます。

また、退職給与引当金は退職給付

引当金に含めて表示しております。

―

（退職給付会計）

当事業年度から退職給付に係る会

計基準（「退職給付に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成10年６月16日））を適用

しております。

この結果、従来の方法によった場

合と比較して、退職給付費用が8,791

千円減少し、経常利益は38,359千円

多く、税引前当期純利益は8,791千円

多く計上されております。

また、退職給与引当金は、退職給

付引当金に含めて表示しておりま

す。

（金融商品会計）

当中間会計期間から金融商品に係

る会計基準（「金融商品に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成11年１月22日））を

適用し、有価証券及びゴルフ会員権

の評価の方法並びに貸倒引当金の計

上方法について変更しております。

この結果、従来の方法によった場

合と比較して、経常利益は1,127千円

多く、税引前中間純利益は10,173千

円少なく計上されております。

―

（金融商品会計）

当事業年度から金融商品に係る会

計基準（「金融商品に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成11年１月22日））を適用

し、有価証券及びゴルフ会員権の評

価の方法並びに貸倒引当金の計上方

法について変更しております。

有価証券の評価方法の変更によ

り、投資有価証券に含まれている「そ

の他有価証券」のうち時価のあるも

のについて5,110千円増加し、繰延税

金負債として2,131千円認識した後、

資本の部に「その他有価証券評価差

額金」を2,979千円計上しておりま

す。

なお、従来の方法によった場合と

比較して、経常利益は944千円多く、

税引前当期純利益は10,356千円少な

く計上されております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成13年８月31日現在）

当中間会計期間末
（平成14年８月31日現在）

前事業年度末
（平成14年２月28日現在）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は、4,133,518千円であります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は、4,543,628千円であります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は、4,350,349千円であります。

※２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の

とおりであります。

※２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の

とおりであります。

※２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のと

おりであります。

建物 3,166,472千円 建物 2,930,716千円 建物 3,040,761千円

土地 6,220,855千円 土地 6,201,182千円 土地 6,197,840千円

合計 9,387,327千円 合計 9,131,898千円 合計 9,238,601千円

担保付債務は次のとおりであ

ります。

担保付債務は次のとおりであ

ります。

担保付債務は次のとおりであ

ります。

短期借入金 5,685,185千円 短期借入金 4,435,706千円 短期借入金 4,896,143千円

１年以内返済予定

の長期借入金 796,524千円

１年以内返済予定

の長期借入金 1,107,604千円

１年以内返済予定

の長期借入金 832,304千円

社債 600,000千円 社債 600,000千円 社債 600,000千円

長期借入金 5,051,194千円 長期借入金 4,510,267千円 長期借入金 4,725,352千円

合計 12,132,903千円 合計 10,653,577千円 合計 11,053,799千円

※３．消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ、金額

的重要性が乏しいため、流動

負債の「その他」に含めて表

示しております。

※３．消費税等の取扱い

同左

※３．          ―

※４．          － ※４．中間期末日満期手形

中間期末日満期手形の会

計処理については、当中間会

計期間の末日が金融機関の

休日であったため、満期日に

決済が行われたものとして

処理しております。

中間期末日満期手形の金

額は次のとおりであります。

※４．          －

長期設備支払手形

（固定負債その他）

3,328千円

  ５．偶発債務

次の関係会社等について、

金融機関からの借入に対し

て債務保証を行っておりま

す。

  ５．偶発債務

従業員の金融機関からの

借入に対して債務保証を行

っております。

  ５．偶発債務

従業員の金融機関からの

借入に対して債務保証を行

っております。

㈱札幌総菜センター 47,000千円

従業員 1,456千円 従業員 832千円 従業員 1,073千円

合計 48,456千円 合計 832千円 合計 1,073千円
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
自　平成13年３月１日
至　平成13年８月31日

当中間会計期間
自　平成14年３月１日
至　平成14年８月31日

前事業年度
自　平成13年３月１日
至　平成14年２月28日

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 12,036千円 受取利息 7,787千円 受取利息 20,948千円

受取配当金 7,938千円 受取配当金 8,912千円 受取配当金 8,377千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息 122,987千円 支払利息 115,846千円 支払利息 240,060千円

社債利息 5,186千円 社債利息 5,214千円 社債利息 10,231千円

※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの

建物除却損 87,331千円 土地売却損 1,656千円 建物除却損 92,009千円

投資有価証券評価損 5,700千円 投資有価証券評価損 2,523千円 投資有価証券評価損 10,265千円

退職給付会計基準

変更時差異 14,632千円

退職給付会計基準

変更時差異 29,567千円

  ４．減価償却実施額   ４．減価償却実施額   ４．減価償却実施額

有形固定資産 214,642千円 有形固定資産 202,451千円 有形固定資産 431,473千円

無形固定資産 3,144千円 無形固定資産 3,331千円 無形固定資産 6,289千円
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（リース取引関係）

前中間会計期間
自　平成13年３月１日
至　平成13年８月31日

当中間会計期間
自　平成14年３月１日
至　平成14年８月31日

前事業年度
自　平成13年３月１日
至　平成14年２月28日

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主側）

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主側）

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主側）

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

２．未経過リース料中間期末残高相当

額

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 323,516千円 １年内 339,424千円 １年内 305,022千円

１年超 701,798千円 １年超 655,012千円 １年超 564,797千円

  合計 1,025,314千円   合計 994,437千円   合計 869,819千円

３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

３．支払リース料及び減価償却費相当

額

支払リース料 184,255千円 支払リース料 198,772千円 支払リース料 372,468千円

減価償却費相当額 162,477千円 減価償却費相当額 176,074千円 減価償却費相当額 328,757千円

支払利息相当額 24,134千円 支払利息相当額 22,417千円 支払利息相当額 46,781千円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円

有形固定
資 産 の
｢その他｣

1,856,685 962,900 893,785

無 形
固定資産

144,548 83,424 61,123

合 計 2,001,234 1,046,325 954,908

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

千円 千円 千円

有形固定
資 産 の
｢その他｣

1,706,383 951,951 754,431

無 形
固定資産

144,548 68,969 75,578

合 計 1,850,931 1,020,921 830,010

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円

有形固定
資 産 の
｢その他｣

1,696,312 800,125 896,186

無 形
固定資産

144,548 54,515 90,033

合 計 1,840,860 854,640 986,219
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前中間会計期間
自　平成13年３月１日
至　平成13年８月31日

当中間会計期間
自　平成14年３月１日
至　平成14年８月31日

前事業年度
自　平成13年３月１日
至　平成14年２月28日

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については利

息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

同左

（注）  従来、取得価額相当額等は、

未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によ

り算定しておりましたが、当中間

会計期間より取得価額相当額から

これらに含まれている利息相当額

の合理的な見積額を控除する方法

により算定することに変更しまし

た。なお、当中間会計期間におい

て前事業年度と同一の算定方法に

よった場合の取得価額相当額等は

次のとおりであります。

（注）  従来、取得価額相当額等は、

未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によ

り算定しておりましたが、当事業

年度より取得価額相当額からこれ

らに含まれている利息相当額の合

理的な見積額を控除する方法によ

り算定することに変更しました。

なお、当事業年度において、前事

業年度と同一の算定方法によった

場合の取得価額相当額等は次のと

おりであります。

（リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額）

（リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額）

（未経過リース料中間期末残高相当

額）

（未経過リース料期末残高相当額）

１年内 364,738千円 １年内 338,927千円

１年超 753,868千円 １年超 602,476千円

  合計 1,118,606千円   合計 941,404千円

（支払リース料及び減価償却費相当

額）

（支払リース料及び減価償却費相当

額）

支払リース料 184,255千円 支払リース料 372,468千円

減価償却費相当額 184,255千円 減価償却費相当額 372,468千円

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円

有形固定
資 産 の
｢その他｣

1,969,025 951,323 1,017,702

無 形
固定資産

162,120 61,216 100,904

合 計 2,131,145 1,012,539 1,118,606

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

千円 千円 千円

有形固定
資 産 の
｢その他｣

1,939,775 1,083,063 856,712

無 形
固定資産

162,120 77,428 84,692

合 計 2,101,895 1,160,491 941,404
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（有価証券関係）

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。

（重要な後発事象）

前中間会計期間
自　平成13年３月１日
至　平成13年８月31日

当中間会計期間
自　平成14年３月１日
至　平成14年８月31日

前事業年度
自　平成13年３月１日
至　平成14年２月28日

  該当事項はありません。

当社株式は、平成14年10月４日付

でジャスダック市場に上場されまし

た。

ジャスダック上場に当たり、平成

14年９月３日及び平成14年９月17日

開催の取締役会決議により、新株式

を発行いたしました。その概要は次

のとおりであります。

(１)募集方法

一般募集（ブックビルディング方

式による募集）

(２)発行株式数         600,000株

（新株式発行後の発行済株式総数

6,495,770株）

(３)発行価格           420円

(４)引受価格           390円60銭

(５)発行価額           323円

   （うち資本組入額    162円）

(６)払込金額の総額  234,360千円

(７)資本金組入額     97,200千円

   （増資後の資本金 617,508千円）

(８)資本準備金組入額 137,160千円

(９)資本増加日  平成14年10月４日

(10)配当起算日  平成14年９月１日

(11)資金の使途

新店舗の設備資金に充当する予

定

平成14年４月20日開催の取締役会

決議に基づき、次のとおり株式分割

による新株式を発行することが決定

しております。

１．平成14年６月27日付をもって株

式１株を10株に分割する。

(1)分割により増加する株式数

普通株式    5,306,193株

(2)分割方法

平成14年５月17日の最終の株

主名簿に記載された株主の所有

株式数を１株につき10株の割合

をもって分割する。

２．配当起算日

平成14年３月１日
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２．個別中間財務諸表の概要における１株当たり指標の遡及修正数値の算定について

当社は、平成14年６月27日付で株式１株につき10株の分割を行っております。

当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合、個別業績における１株当たりの指標は以下のと

おりとなります。

（１）経営成績

１ 株 当 た り 中 間

（ 当 期 ） 純 利 益

円 銭

14年８月中間期 49 82

13年８月中間期 37 19

14年２月期 71 75

（２）配当状況

１ 株 当 た り

年 間 配 当 金

円 銭

14年８月中間期 －

13年８月中間期 －

14年２月期 10 00

（３）財政状態

１株当たり株主資本

円 銭

14年８月中間期 582 10

13年８月中間期 513 25

14年２月期 548 15


